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自然の神秘を解明して人々の健康の増進に
貢献するということを意味しています。＊ 

世界中の一人ひとりが、「見る」を通じた 
体験により、それぞれの最も幸福な人生を実現
する世界を創り出したい。

Santenは、世界中の技術や組織・人材をつなぎ、 
社会にイノベーションをもたらすことで、

「見る」を通じた人々の幸せを実現する。

＊中国の古典「中庸」の一節をSantenが独自に解釈し
たもので、社名「参天」の由来でもあります。

基本理念

WORLD VISION

Santen's VISION

Happiness with Vision

Become A Social Innovator

株主の皆さまへ

代表取締役社長兼CEO

＊1 2020年度通期値には、STN2000100（DE-128）に関わる減損損失を計上しています。
＊2 2021年度第2四半期連結会計期間において、2020年度に買収したEyevance社の取得対価の配分が完了したことに伴い、2020年度通期の金額を遡及修正しました。
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上の反動により、IFRS（フル）ベースでの営業利
益および当期利益は、それぞれ358億8千6百万円

（同＋194.5%）および271億8千9百万円（同＋
197.9%）の増益となりました。
　基盤事業では、海外事業（新規領域である米国事
業除く）が貢献利益の約34%を創出するに至って
おり、グローバルでの利益成長は着実に進展してい
ます。一方で日本事業に比べると生産性向上の余地
はまだ十分にあると考えており、日本事業の利益
を維持しながら更に海外事業での収益力を高めま
す。また、研究開発においては欧州において既に
販売している緑内障手術用デバイスSTN2000100
の承認を日本およびアジアで取得しました。その
他、主力製品であるアレジオンLX点眼液0.1%、ジ
クアス点眼液3%の患者さんにとっての利便性向上

2021年度の業績および2022年度の見通し
　株主の皆さまには、平素より格別のご高配を賜り、
厚く御礼申し上げます。
　2030年までの長期ビジョンSanten 2030の前
半5年間の中期経営計画MTP2025の初年度となる
2021年度は、増収減益（本業での実力を示すコア
ベース*）となり、減益という結果については経営
陣一同非常に重く受け止めています。売上収益は、
基盤事業の順調な成長により日本、中国、アジア、
EMEA、米州、全地域で増収を達成し、対前期6.7%
増収の2,662億5千7百万円となりました。一方、
コア営業利益は、例年に比べ花粉飛散量が少なかっ
たことなどによる製品構成の変化や一過性費用の発
生などによる原価率の悪化に加え、戦略投資や為
替影響等に伴う販管費の増加から463億4千8百万
円（同－7.5%）となりました。なお、2020年度
に行いました緑内障手術用デバイスSTN2000100

（プリザーフロ マイクロシャント）の減損損失計

中長期成長に向けた取組みは着実に進展
更なる収益力の向上に注力
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＊  IFRSベースから一部の収益・費用（製品に係る無形資産償却
費、その他の収益、その他の費用、金融収益、金融費用）を
控除。



株主の皆さまへ

Santen 2030に向け執行体制を刷新
　眼科におけるSocial Innovatorとして地球規模の社会課題を解決し、持続
的に成長するためには、世界各地での強力な事業推進体制・戦略推進力ととも
に、それらを戦略立案の面からリードし、執行のガバナンスを強化する経営/組
織の中核機能が重要と考え、エグゼクティブ・マネジメント・チーム（EMT）を組
成し、同チームを基軸とした執行体制へと刷新しました。

エグゼクティブ・マネジメント・チームの多様性

5カ国
ロケーション

25%
女性比率国籍数

8カ国
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薬品事業における減収を海外全地域での増収で補い、
売上収益は2,640億円（対前期－0.8%）を予想して
います。一方でコア営業利益は、2021年度並みの
利益率を確保する455億円（同－1.8%）を予想して
おり、収益性に拘り経営を進める所存です。

株主還元について
　株価推移、業績見通し、会社の財務状況を勘案し
た結果、2022年度の利益還元方針として配当およ
び自己株式取得を通じて利益の約150%を株主の皆
さまへ還元する予定です。配当については、中間
配当16円、期末配当16円の計32円を予定していま
す。また、5月10日開催の取締役会において、5月
11日～9月30日を取得期間とする上限12,500,000
株（自己株式を除く発行済株式総数に対する割合
3.1%）もしくは150億円の自己株式取得を決議し
ました。本件により取得した自己株式は2022年度
中に消却する予定です。
　これからも、基本理念に基づき、世界中の患者さ
んや眼科医から必要とされる製品・サービスの提供
を通じ、眼科に特化した企業として世界中の眼科医
療に貢献し、持続的な成長を目指してまいります。
株主の皆さまには、引き続きご支援賜りますようお
願い申し上げます。

を目指した新製剤について、それぞれ日本でフェー
ズ3試験を開始、製造販売承認を申請しました。こ
れらを含む後期開発品を確実に上市することにより
MTP2025の達成を目指します。
　新規領域である米国では、希少疾患である春季
カタルを対象とした治療薬Verkazia（ベルカジア）
を上市しました。また、既に日本、アジアで販売
している眼圧下降剤STN1011700は、2022年5月
に再申請を行いました。これらを製品ラインナッ
プに加え、米国事業の黒字化への道筋を付けるこ
とを推進します。新しい疾患への取り組みとして
はSTN1012701（SYD-101）の欧州での導入に
より米国を除くグローバルで近視を対象としたパ
イプラインが揃ったことに加え、次世代の近視治
療薬を目指したSTN1013400や老視を対象とする
STN1013600のフェーズ1試験で安全性および忍
容性を確認しておりグローバル開発に向けたスター
トを切りました。
　2022年度から2023年度にかけては、日本におけ
る薬価改定や主力製品の特許切れなど厳しい時期で
あると認識しています。また、2025年のMTP2025
達成に向け収益率、売上、海外比率向上を実現する
ためにも、まず収益力向上を優先させる時期である
とも考えています。2022年度は、日本の医療用医



地球環境保全に向けた取り組み

Santen Vision for the Earth 2050
Happiness with Vision, Happiness with the Earth

温室効果ガス排出実質ゼロ 持続可能性に配慮した資源と素材の全面利用

気候変動対策／脱炭素社会の実現 環境負荷低減／循環型社会の実現

CO2 水資源 省資源 プラスチック

Santen Vision for the Earth 2050実現に向けた主な環境目標

移動の削減

リモートワーク
推進 社有車100％

電気自動車＊への切替
＊HV、PHV、EV、FCVの4種類

60％利用

バイオマスプラス
チックへの転換

15％削減

包装材の
プラスチック削減
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　Santenは、地球環境保全が人類共通の最重要課題の一つであると認識し、2050年に向けた環境ビジョン
「Santen Vision for the Earth 2050」を策定しています。脱炭素社会の実現に向けた、工場・施設のエネ
ルギー源の転換、再生エネルギーの導入、高効率使用等の技術革新などによりカーボンニュートラルを目指す

「気候変動対策」と、循環型社会の実現に向けた、すべての製品に対する技術革新による持続可能な資源と素
材の全面利用などによる「環境負荷低減」の2分野に取り組んでいます。



近視近視

2050年には2人に1人が罹患しているといわれ、
 学童期の予防・進行抑制が重要。

約20億人
■ STN1012700
■ STN1012701
■ STN1013400

■ STN1013600

■ STN1013800
■ STN6000100
フェーズ3試験
計画策定中

子供を将来の
失明リスクから守る

Santenの目指すゴール 開発コード

網膜色素変性症網膜色素変性症

若年で発症し、生涯緩やかに進行する遺伝子疾患。
夜盲・視野狭窄・視力低下が特徴的な症状、失明に至るケースも。

対象患者数

約150万人 遺伝だからと諦めず、
見える人生を提供

Santenの目指すゴール 開発コード

眼瞼下垂眼瞼下垂

主に上瞼を持ち上げる筋肉の機能不全によって起こり、
 視野や外見への影響によりQOLが低下。

対象患者数

約6億人以上
眼瞼下垂+
瞼の悩み

手術には至らない
軽症患者さんも含め
視界を広げ人生も広げる

Santenの目指すゴール 開発コード

老視(老眼)老視(老眼)

誰もがかかり、QOLを著しく下げる疾患。 
評価系構築から手掛ける。

対象患者数対象患者数

約18億人
働き盛りの中高年を
見えづらい煩わしさから

解放する

Santenの目指すゴール 開発コード

新たな挑戦 目指す
ゴールイメージを持った

研究開発

( ） ( ）

　将来の成長を支える新規領域の拡大にも挑戦しており、デジタルや細胞
治療などイノベーションへの取り組みを活発化させるとともに、近視・眼瞼下
垂治療薬の展開では自由診療市場の開拓も検討しています。

研究開発における取り組み
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＊2 開発コードは、第Ⅱ相試験終了時に当社が独占的実施権を獲得した後に附番予定のコードです。

ぶどう膜炎を対象とするSTN1010900（DE-109、一般名：シロリムス）は、事業性の再評価に基づき開発を中止しました。

＊1臨床試験： フェーズ1〜3の3段階で実施されます。フェーズ1では、少数の健康な志願者を対象に安全性を確認します。フェーズ2では、少数の患
者さんを対象に適切な投与量や投与方法を検討・確認します。フェーズ3では、多数の患者さんを対象に安全性・有効性を検証します。研究開発状況（臨床段階）



社名
本社

創業
設立
資本金
工場
研究所
従業員数

事業年度
定時株主総会
基準日

単元株式数
公告方法

証券コード        4536
上場証券取引所  東京証券取引所
株主名簿管理人および特別口座の口座管理機関
　　三菱UFJ信託銀行株式会社
同連絡先

4月1日から翌年3月31日まで
6月
定時株主総会 3月31日
期末配当金 3月31日
中間配当金 9月30日
100株

電子公告
ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合
は、日本経済新聞に掲載いたします。
公告掲載URL：https://www.santen.com/ja/pn/

〒541-8502 
大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部
TEL：0120-094-777

参天製薬株式会社
〒530-8552
大阪市北区大深町4番20号
1890年
1925年
8,672百万円
能登、滋賀、他
奈良研究開発センター、他
4,315名（連結）

株券電子化に伴い、株主様の住所変更、買
取・買増請求その他各種お手続につきまして
は、原則、口座を開設されている口座管理機
関（証券会社等）にお問い合わせください。

特別口座に記録された株式に関する各種お手
続につきましては、三菱UFJ信託銀行が口座
管理機関となっておりますので、特別口座の
口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問い
合わせください。なお、三菱UFJ信託銀行の
本支店でもお取次ぎいたします。

未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信
託銀行の本支店でお支払いいたします。

1.

2.

3.

株式に関するお手続等について株主メモ

会社概要（2022年3月31日現在）

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

参天製薬株式会社
IR室
〒530-8552 大阪市北区大深町4番20号
TEL： 06-7664-8621（代表）
Email： ir@santen.com 
URL： https://www.santen.com/ja/

お問い合わせ先

2021年5月に延期をお知らせしておりました
持株会社体制への移行・決算期（事業年度の末
日）変更については、いち早く中期経営計画

（MTP2025）に掲げている持続的成長に向けた
収益力向上を図るためには現行の体制を維持す
ることが必要と判断し、中止することといたし
ました。

持株会社体制移行・
決算期変更の中止について


